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環境技術実証事業閉鎖性海域における水環境改善技術分野 

実証運営機関の公募概要 

 

１．応募の受付を開始する技術分野 

閉鎖性海域における水環境改善技術分野 

 

２．実証運営機関の業務内容 

(1) 閉鎖性海域における水環境改善技術分野ワーキンググループ（４回程度開催）の

設置・運営 

(2) 実証試験要領の策定 

(3) 実証機関の公募・選定 

(4) 実証対象技術の承認 

(5) 実証試験にかかる手数料項目の設定 

(6) 実証申請者からの手数料の徴収 

(7) 実証機関への実証試験業務の委託 

(8) 実証試験結果報告書の確認 

(9) その他実証事業を実施する上で必要な業務 

 

３．応募の受付方法 

・別添－１に示す申請書類を、受付期間内に電子メール又は郵送により提出 

 

４．募集の受付期間 

平成 21 年１月６日（火）～１月 20 日（火）17 時必着 

 

５．審査方法 

・別添－２に示す「平成 21 年度環境技術実証事業閉鎖性海域における水環境改善技術

分野実証運営機関の選定の観点」により、書面による審査及び必要に応じヒアリン

グ審査を実施 

 

６．応募資格 

次に示すすべての要件を満たすこと。 

・民法第 34 条の規定に基づき設立された法人（公益法人）。 

・予算決算及び会計令第 70 条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被

保佐人または被補助者であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同

条中、特別な理由がある場合に該当するものとする。 

・予算決算及び会計令第 71 条の規定に該当しない者であること。 
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・平成 21 年度環境省競争参加資格（全省庁統一資格）の「役務の提供等」の「調査・

研究」の競争参加資格を契約締結時点において取得している者であること。・「工事

請負契約等に係る指名停止等措置要領について（平成 13 年１月６日環境会第９号）」

に基づく指名停止を応募時点において受けていない者であること。 
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（別添－１） 
 

申請書類一覧 

 

申請書類 様式 

● 表紙 

環境技術実証事業の実証運営機関への応募について 
様式１ 

● 実証運営機関業務に対する姿勢 様式２ 

● 実証運営機関としての実施体制 様式３ 

● 実証試験の実施体制に関する補足説明資料 様式３－１ 

● 実証に要する費用の見込み（概算） 様式４ 

● 実証運営機関に必要とされる要件を証明する資料 なし（参考） 

● 環境技術実証事業に関する業務の実績又は実証運営機関の業務

に類似する業務の実績がある場合は、その主な内容が確認できる

資料 

なし 

 

 
 



 4 

様式１ 

 

平成 20 年  月  日 

 

 

 

環境技術実証事業の実証運営機関（平成 21年度事業分）への申請について 

 

 

以下の技術分野に関して、平成 21 年度環境技術実証事業の実証運営機関となることを

希望しますので、別添の資料を添えて応募します。 

 

 

 

技術分野名：閉鎖性海域における水環境改善技術分野 

 

 

法 人 名：               

 

担当者連絡先 

担当者氏名（ふりがな）： 

所属部署： 

住所： 

電話番号： 

ファクシミリ番号： 

電子メールアドレス： 
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様式２ 

 

実証運営機関業務に対する姿勢 

 

 

実証運営機関は、実証方法が確立されるまでの国負担体制において環境省が行っていた

運営業務の一部を、環境省の代わりに実施し、当該技術分野の普及を図っていただく立

場にあります。したがって、以下の項目について伺います。 

 

① 貴団体の活動主旨における実証運営機関業務の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 当該技術の普及に関する考え方と環境技術実証事業の位置づけ 
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様式３ 

 

実証運営機関としての実施体制 

 

 

１ 主に担当する部署 担当部局： 

実施責任者： 

２ 実施体制 

（技術的内容に関すること、経理に関

すること、実証運営に係る内部監査

に関すること等、業務毎の実施部署

がわかるよう記述。） 

 

 
 

 

（別紙）機関の組織・体制、技術的能力等を示す資料 

（別添－２に示す観点に沿っていることを示す資料を添付してください。） 
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様式３－１ 

 

実証運営機関としての実施体制に関する補足説明資料 

 

 

（様式３の実施体制のうち、以下の項目について具体的に記入してください。） 

１．実施体制の概要 

技術的内容・事業成果の普及に関すること 

担当部署名  

上記部署の通常の所掌事務 
 

 
 

 

 

 
上記部署において実証運営

業務に携わる職員数※ 

合  計             名 

うち有資格者※※（        ）      名 

うち非常勤の職員               名 

経理に関すること 

担当部署名  

上記部署の通常の所掌事務 
 

 

 

 

 

 

 
上記部署において実証運営

業務に携わる職員数※ 

合  計             名 

うち有資格者※※（        ）      名 

うち非常勤の職員                 名 

実証運営に係る内部監査に関すること 

担当部署名  

上記部署の通常の所掌事務 
 

 

 

 

 

 
上記部署において実証運営

業務に携わる職員数※ 

合  計             名 

うち有資格者※※（        ）      名 

うち非常勤の職員               名 

※実証試験に携わる職員及び検証に携わる可能性のある最大の職員数を記入してくだ

さい。この職員数には、補助職員の人数を除いてください。 

※※有資格者の人数は、本実証試験において有用と考えられる資格の内容を（ ）内に

明記し、資格毎の人数を記入してください。 
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 ２．技術的内容に関する業務の実施体制等 

① 担当職員リスト 

 
所属部署名 

 

役職 氏名 技術的内容に関する業務の 

経歴、資格等の特記事項※※ 

常勤／ 

非常勤 

責

任

者
※ 

     

 
     

 
     

※技術的内容に関する業務においてリーダー的な役割を果たす職員のこと。部署の責任

者でなくても結構です。 

※※あてはまるものがあれば記入してください。経歴を記入する場合は、経験年数や内

容が分かるようにしてください。（担当職員が多い場合は、適宜行を追加してくださ

い。） 

 

 

② 適切に技術的内容に関する業務を行うことが可能であることの説明 

 

（職員の業務経験等、上記の体制によって十分に技術的内容に関する業務が可能である

ことを説明してください。） 
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３．経理に関する業務の実施体制等 

① 担当職員リスト 

 
所属部署名 

 

役職 氏名 経理に関する業務の 

経歴、資格等の特記事項※※ 

常勤／ 

非常勤 

責

任

者
※ 

     

 
     

 
     

※経理に関する業務においてリーダー的な役割を果たす職員のこと。部署の責任者でな

くても結構です。 

※※あてはまるものがある場合のみ記入してください。経歴を記入する場合は、経験年

数や内容が分かるようにしてください。（担当職員が多い場合は、適宜行を追加して

ください。） 

 

 

② 適切に経理に関する業務が可能であることの説明 

 

（職員の業務経験等、上記の体制によって十分に経理に関する業務が可能であることを

説明してください。） 
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４．実証運営に係る内部監査に関する業務の実施体制等 

① 担当職員リスト 

 
所属部署名 

 

役職 氏名 内部監査に関する業務の 

経歴、資格等の特記事項※※ 

常勤／ 

非常勤 

責

任

者
※ 

     

 
     

 
     

※実証運営に係る内部監査に関する業務においてリーダー的な役割を果たす職員のこと。

部署の責任者でなくても結構です。 

※※あてはまるものがある場合のみ記入してください。経歴を記入する場合は、経験年

数や内容が分かるようにしてください。（担当職員が多い場合は、適宜行を追加して

ください。） 

 

 

② 適切に内部監査に関する業務を行うことが可能であることの説明 

 

（職員の業務経験等、上記の体制によって十分に内部監査に関する業務が可能であるこ

とを説明してください。） 
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様式４ 

 

業務に要する費用の見込み（概算） 

 

○業務に係る費用 

 

 

万円（税込額） 

（以下に内訳を添付のこと） 

【内訳】 

１．人件費 

（実証運営機関業務に必要な人件費について、業務別員数の内訳とともに記述してください） 

 

２．業務費 

（ＷＧの運営経費（出席謝金、検討員旅費、会場借料、会議費等）、職員旅費（打ち合わせ、検討

会出席等）、賃金、印刷製本費等を掲上してください。ＷＧは検討員６名程度で東京近郊にて年

４回程度開催することとしてください。） 

 

３．一般管理費 

 

４．その他 

 

注：上記経費はあくまで例示であり、必ずしも全ての経費を計上する必要はありません。また、他に追加

すべき経費の項目があれば、計上して下さい。 
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（参考） 

 

実証運営機関に必要とされる要件を証明する資料の例 

 

 要件 資料の例 

１ 組織・体制 

・法人組織図 

・品質管理マニュアル等の文書（いかなる名称、   

様式でもよい。） 

・定期的な内部監査、記録の保持等について記載  

されている内部規定 

２ 技術的能力 

・業務報告書 

・実証運営機関業務にかかわる予定の職員の当該 

分野に関する資格一覧(資格証の写し添付) 

・実証運営機関業務にかかわる予定の職員の業務 

経歴書 

３ 公平性の確保 

４ 公正性の確保 

・役員名簿 

・職員名簿 

・会員名簿 

５ 経理的基礎 

・実証運営機関としての役割を果たす十分な経理 

的基礎及び財務上の独立性があることを示す書

類 

・収支計算書 

・正味財産増減計算書 

・財産目録 

・貸借対照表 

・会計監査を実施した(する)ことを証明する書類 
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（別添－２） 

 

環境技術実証事業「閉鎖性海域における水環境改善技術分野」 

実証運営機関の選定の観点 

 

環境省は、以下の観点から書面審査及び必要に応じてヒアリング審査を行い、実証運

営機関を選定する。 

  

(1) 組織・体制  

・実証運営機関としての役割を果たす十分な体制、人員が確保されていること。 

・組織間の具体的な役割分担、責任体制が明確であること。 

・JISQ9001：2000（ISO9001：2000）「品質マネジメントシステム要求事項」に準拠し

た品質管理システムと同等の品質管理システムを構築し、 

文書化し実施すること。 

・定期的な内部監査を実施すること。 

・実証運営業務にかかる記録の保持を実施すること。 

 

(2) 技術的能力  

・責任者（管理技術者）が、海域の環境保全、再生技術に関する専門的応用能力を必要

とする事項についての計画、研究、設計、分析、評価又はこれらに関する指導に係

る十分な業務経験を持つこと。 

・担当職員が、修士以上（建設、衛生、水産、環境等海域環境に関するものに限る。）

又は技術士補以上（建設（河川、砂防及び海岸・海洋あるいは港湾及び空港）、衛生

工学部門（水質管理）、水産部門（水産土木あるいは水産水域環境）又は環境部門に

限る。）、もしくは海域の環境保全、再生技術に関する業務経験を持つこと、あるい

はこれに相当する資格又は業務経験を持つこと。 

 

(3) 公平性の確保  

・実証機関の選定等の各手続きにおいて、実証機関によって情報や対応が異なるおそ

れがないこと。 

・実証運営業務で知り得た技術情報等の機密保持手続きが、実証機関等により異なる

おそれがないこと。 
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(4) 公正性の確保  

・特定の実証機関等への助言その他行為により、実証運営事業の公正な実施に支障を

及ぼすおそれがないこと。 

・実証機関の選定及び実証試験の委託等の各手続きにおいて、特定の実証機関等との

利害関係が影響を及ぼすおそれがないこと。 

・実証機関や実証申請者からの異議申し立て等に対して、適切な処置、記録および是

正処置を実施すること。 

 

 (5) 経理的基礎  

・実証運営機関としての役割を果たす十分な経理的基礎及び財務上の独立性があるこ

と。 

・定期的に会計監査を実施すること。 

 

(6) その他 

・見積書の見積もり項目及び金額について適切に設定されていること。 

・環境技術実証モデル事業に関する業務又は実証運営機関の業務に類似する業務につ

いて実績を有すること。 

 

 


